
総社市告示第１４号 

 

総社市ファミリーサポートセンター事業実施要綱（平成１７年総社市告示第９７号）の一部を次のように改正する。 

 

令和４年３月２３日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動条」という。）に対応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項

（以下「移動後条項」という。）が存在する場合には，当該移動条を当該移動後条項とし，移動後条項に対応する移動条が存在しない場合には，当該移動後

条項（以下「追加条項」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び別表の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分

（条の表示，追加条項及び別表の表示を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正部分に対応

する改正後部分が存在しない場合には，当該改正部分を削り，改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には，当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

次の表の改正前の欄中別表の表示に下線が引かれた別表（以下「移動別表」という。）に対応する次の表の改正後の欄中別表の表示に下線が引かれた別表

（以下「移動後別表」という。）が存在する場合には，当該移動別表を当該移動後別表とし，移動後別表に対応する移動別表が存在しない場合には，当該移

動後別表を加える。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，提供会員と依頼会員からなる総社市ファミリーサポー

トセンター（以下「センター」という。）を組織して，その会員が行う育

児に関する相互援助活動（以下「援助活動」という。）を支援することに

より，仕事と育児を両立できる環境を整備し，市民の福祉の増進を図るこ

とを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定

めるところによる。 

(１) 提供会員 センターの承認を得て育児の援助を行う者をいう。 

(２) 依頼会員 センターの承認を得て育児の援助を受ける者をいう。 

(３) アドバイザー 育児について豊かな経験と知識を有する者で，センタ

ーの中心となってその運営に当たるものをいう。 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，提供会員と依頼会員からなる総社市ファミリーサポー

トセンター（以下「センター」という。）を組織して，その会員が行う育

児に関する相互援助活動を支援することにより，仕事と育児を両立できる

環境を整備し，市民の福祉の増進を図ることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定

めるところによる。 

(１) 提供会員 育児の援助を行いたい者でセンターの承認を得たもの 

(２) 依頼会員 育児の援助を受けたい者でセンターの承認を得たもの 

(３) アドバイザー 育児について豊かな経験と知識を有する者で，市長の

承認を得てセンターの中心となってその運営に当たるもの 



改 正 後 改 正 前 

(４) サブリーダー アドバイザーを補佐する者をいう。 

 

 

（センターの業務） 

第５条 センターは，次に掲げる業務を行う。 

(１) 略 

(２) 援助活動の調整（会員のコーディネイト）に関する業務 

(３) 会員に対し相互援助に必要な知識を付与するための研修会等に関す

る業務 

(４) 会員相互の交流を深め，情報交換の場を提供するための交流会に関す

る業務 

(５) 略 

(６) パンフレット等を発行する等，広報に関する業務 

(７) その他センター長が必要と認める業務 

（会員） 

第６条 会員は，次に掲げる者とする。 

(１) 提供会員 

(２) 依頼会員 

(３) 略 

２ 提供会員と依頼会員とは，これを兼ねることができる。 

（保険） 

第７条 会員は，ファミリーサポートセンター補償保険に加入しなければな

らない。 

（業務の委託） 

第８条 市長は，センターの業務の全部又は一部を，当該業務を適切に実施

することができると認められる法人等に委託して実施することができる。 

 （援助活動） 

第９条 依頼会員は，提供会員から援助活動による援助を受けることができ

る。 

２ 依頼会員は，援助活動による援助を受けようとするときは，センター長

に対し，援助活動の依頼をするものとする。 

（利用料金） 

第１０条 依頼会員は，提供会員による援助活動終了後，当該提供会員に対

(４) サブリーダー アドバイザーが市長の承認を得て選任し，アドバイザ

ーを補佐する者 

 

（事業の内容） 

第５条 センターは，次に掲げる業務を行う。 

(１) 略 

(２) 相互援助活動の調整（会員のコーディネイト）に関する業務 

(３) 会員に対し相互援助に必要な知識を付与するための研修会等の開催

に関する業務 

(４) 会員相互の交流を深め，情報交換の場を提供するための交流会の開催

に関する業務 

(５) 略 

(６) パンフレット等を発行する等広報に関する業務 

(７) その他センターが必要と認める業務 

（会員） 

第６条 会員は，次に掲げる者とする。 

(１) 提供会員 市内に居住する者 

(２) 依頼会員 市内に居住する者及び市内に勤務する者 

(３) 略 

２ 提供会員と依頼会員は，これを兼ねることができる。 

（保険） 

第７条 会員は，「ファミリーサポートセンター補償保険」に加入しなけれ

ばならない。 

（事業の委託） 

第８条 市長は，この要綱に基づく事業の運営を特定非営利活動法人等に委

託して実施するものとする。 

 

 

 

 

 

（利用料金） 

第９条 依頼会員は，提供会員に対して援助活動終了後，別表に定める基準
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して，別表第１に定める利用料金を支払わなければならない。ただし，兄

弟姉妹に対し，同一援助活動を行う場合に限り，２人目以降の兄弟姉妹の

利用料金を半額とすることができる。 

２ 同行を依頼した依頼会員は，提供会員による同行終了後，当該提供会員

に対して，別表第２に定める利用料金を支払わなければならない。この場

合において，当該利用料金の算定は，送りと迎えとは，それぞれ１回とし

て算定するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず，同行の時間が片道３０分を超える場合におけ

る利用料金の算定については，別表第１に定める利用料金を適用するもの

とする。この場合において，別表第１の表中「１時間」とあるのは「１回」

と読み替えて適用するものとする。 

（利用料金の減免） 

第１１条 センター長は，前条第１項の規定にかかわらず，次の各号のとお

り利用料金を減免することができる。 

(１) 依頼会員で児童扶養手当を受給している者又は生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）の適用を受けている世帯の者が育児の援助を受けた

とき １時間当たり２００円を限度 

(２) 依頼会員の児童が身体障害者手帳，療育手帳若しくは精神障害者保健

福祉手帳の交付を受けている場合又は児童発達支援，日中一時支援事業

若しくは保育所等訪問事業のサービス利用に当たり受給者証等の交付

を受けている場合で，当該児童が育児の援助を受けたとき １時間当た

り１００円を限度 

２ センター長は，減免する対象者の確認を，センターへの会員登録時に行

うものとする。 

３ センターは，必要に応じて減免の確認ができる証明書等の提示を求め，

又はその写しを保管することができる。 

（援助活動日） 

第１２条 援助活動の活動日は，１２月２９日から翌年の１月３日までの期

間を除く，毎日とする。ただし，センター長が特に必要と認めたときは，

この限りでない。 

（その他） 

第１３条 略 

 

に従って利用料金を支払わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（利用料金の減免） 

第１０条 センター長は，前条の規定にかかわらず，次の各号のとおり利用

料金を減免することができる。 

(１) 依頼会員で児童扶養手当を受給している者又は生活保護法の適用を

受けている世帯の者が育児の援助を受けたときは，１時間当たりの利用

料金から２００円を減免するものとする。 

(２) 依頼会員の児童が身体障害者手帳，療育手帳若しくは精神障害者保健

福祉手帳の交付を受けている場合，又は児童発達支援，日中一時支援事

業若しくは保育所等訪問事業のサービス利用に当たり受給者証等の交

付を受けている場合で，当該児童が育児の援助を受けたときは，１時間

当たりの利用料金から１００円を減免するものとする。 

２ 減免する対象者の確認は，第５条１号に定めるセンターへの会員登録時

に行うものとする。 

３ センターは，必要に応じて減免の確認ができる証明書等の提示を求め，

写しを保管することができる。 

（援助活動日） 

第１１条 援助活動は，１２月２９日から翌年の１月３日までの期間を除

く，毎日とする。ただし，センター長が特に必要と認めたときは，この限

りでない。 

（その他） 

第１２条 略 
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別表第１（第１０条関係） 

1時間当たりの利用料金 

平日（病児を除く。） 午前7時から午後6時まで 700円 

上記以外 800円 

土日祝日（病児を除く。） 午前7時から午後6時まで 800円 

上記以外 900円 

平日（病児） 午前7時から午後6時まで 800円 

上記以外 900円 

土日祝日（病児） 午前7時から午後6時まで 900円 

上記以外 1,000円 

備考 

１ １回の援助活動が１時間に満たない場合は１時間とする。 

２ １時間を超えて１時間未満の端数があるときは，端数が３０分未満の

ときは半額とし，３０分以上のときは全額とする。 

３ 援助活動において，提供会員の単独の移動を伴う場合は，原則として

市内は１２０円，市外は２００円を支払うものとし，移動の距離が１０

kmを超える場合は，１０kmを超える部分１kmにつき２０円を加算する。 

４ 援助の依頼を取り消した場合は，依頼会員は次の取消料金を支払わな

ければならない。また，依頼会員が取消料金を支払わない場合は，今後

のセンターが行う援助は利用できないものとする。ただし，前日までに

援助の依頼を取り消した場合は，この限りでない。 

(１) 当日提供会員が依頼会員宅へ出向いた場合は，１時間当たりの利用

料金と交通費相当額 

(２) 当日取り消した場合は，１時間当たりの利用料金の半額に予約時間

数を乗じた額 

５ 食事（ミルク），おやつ，オムツ等は依頼会員が準備する。ただし，

依頼会員の依頼により提供会員が用意した場合には，依頼会員が実費弁

償をするものとする。また，特定のものを希望する場合は依頼会員が用

意するものとする。 

６ 身体障害者手帳，療育手帳若しくは精神障害者保健福祉手帳の交付を

受けている児童又は児童発達支援，日中一時支援事業若しくは保育所等

訪問事業のサービス利用に当たり受給者証等の交付を受けている児童

が育児の援助を受けたときは，１時間当たりの利用料金に１００円を加

別表（第９条関係） 

1時間当たりの利用料金（基準額） 

利用料金 平日 午前7時から午後6時まで 700円 

平日 午前7時以前・午後6時以降 800円 

平日の病児 午前7時から午後6時まで 800円 

平日の病児 午前7時以前・午後6時以降 900円 

土・日曜・祝日 午前7時から午後6時まで 800円 

土・日曜・祝日 午前7時以前・午後6時以降 900円 

土・日曜・祝日の病児 午前7時から午後6時まで 900円 

土・日曜・祝日の病児 午前7時以前・午後6時以降 1,000円 

備考 

１ １回の援助活動が１時間に満たない場合でも１時間とみなす。 

２ １時間を超えて１時間未満の端数があるときは，端数が３０分未満の

ときは基準額の半額とし，３０分以上のときは１時間とみなす。 

３ 援助活動において，提供会員の単独の移動が伴う場合は，原則として

市内１２０円，市外２００円をそれぞれ支払うものとする。ただし，１

０kmを超える場合は，１kmにつき２０円を加算する。 

４ 援助の依頼を取り消した場合は，依頼会員は次の取消料金を支払わな

ければならない。また，依頼会員が取消料金を支払わない場合は，今後

の総社市ファミリーサポートセンターが行う援助は利用できないもの

とする。ただし，前日までに取り消した場合は，無料とする。 

(１) 当日提供会員が依頼会員宅へ出向いた場合は，１時間当たりの利用

料金と交通費相当額を支払うものとする。 

(２) 当日取り消した場合は，１時間当たりの利用料金の半額に予約時間

数を乗じた額を支払うものとする。 

５ 食事（ミルク），おやつ，オムツ等は依頼会員が準備する。依頼会員

の依頼により提供会員が用意した場合には依頼会員が実費弁償をする

ものとする。ただし，特定のものを希望する場合は依頼会員が用意する

ものとする。 

６ 身体障害者手帳，療育手帳若しくは精神障害者保健福祉手帳の交付を

受けている児童又は児童発達支援，日中一時支援事業若しくは保育所等

訪問事業のサービス利用にあたり受給者証等の交付を受けている児童

が育児の援助を受けたときは，１時間当たりの利用料金に１００円を加
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算するものとする。 

７ その他援助活動に必要な経費として別に定めるものは，依頼会員が支

払うものとする。 

 

別表第２（第１０条関係） 

1回当たりの利用料金 

平日 午前7時から午後6時まで 500円 

上記以外 600円 

土日祝日 午前7時から午後6時まで 600円 

上記以外 700円 

備考 提供会員の単独の移動を伴う場合は，原則として市内は無料，市外は

２００円を支払うものとし，移動の距離が１０kmを超える場合は，１０㎞

を超える部分１㎞につき２０円を加算する。 

 

算するものとする。 

７ その他事業に必要な経費として別に定めるものは，依頼会員が支払う

ものとする。 

 

 

   附 則 

 この告示は，令和４年４月１日から施行する。 


